
がん対策推進基本計画

平成１９年６月



この計画は、がん対策基本法（平成１８年法律第９８号）第９条第５項

の規定に基づき、国会に報告するものである。
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がん対策推進基本計画

はじめに

１ これまでの取組

政府におけるがん対策については、昭和５９（１９８４）年度から開始さ

れた「対がん１０カ年総合戦略」及びこれに引き続き平成６（１９９４）年

度から開始された「がん克服新１０か年戦略」により、がんのメカニズムの

一端を解明するとともに、各種がんの早期発見技術や標準的治療法の確立な

ど、その診断・治療技術も一定の進歩を遂げてきた。

さらに、政府においては、平成１６（２００４）年度より、がん罹患率と

死亡率の激減を目指して、「がん研究の推進」に加え、質の高いがん医療を

全国に普及することを目的に、「がん予防の推進」及び「がん医療の向上と

それを支える社会環境の整備」を柱とする「第３次対がん１０か年総合戦

略」に基づき、がん対策に取り組んできた。

また、厚生労働省においては、平成１７（２００５）年５月、厚生労働大

臣を本部長とする「がん対策推進本部」を設置し、がんの病態に応じた部局

横断的な連携を推進するとともに、８月に「がん対策推進アクションプラン

２００５」を策定し、第３次対がん１０か年総合戦略の更なる推進を図って

きた。

２ がんをめぐる現状

がんは、我が国において昭和５６（１９８１）年より死因の第１位であり、

「人口動態統計」によれば、現在では年間３０万人以上の国民が亡くなって

いる。
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また、厚生労働省研究班の推計によれば、生涯のうちにがんに罹る可能性

は男性の２人に１人、女性の３人に１人とされている。

さらに、がんは加齢により発症リスクが高まるが、今後ますます高齢化が

進行することを踏まえると、その死亡者数は今後とも増加していくと推測さ

れる。一方で、小児の死因を見れば、依然としてがんが上位を占めている。

こうしたことから、がんは、「国民病」であると呼んでも過言ではなく、

国民全体が、がんを他人事ではない身近なものとして捉える必要性がより一

層高まっている。

一方で、胃がん及び子宮がん等については、最近１０年間で死亡率及び罹

患率が横ばいとなっているのに対して、食生活の欧米化等により、肺がん、

大腸がん、乳がん及び前立腺がん等については増加傾向にあるなど、がんの

種類に変化が見られる。

また、「平成１７年患者調査」によれば、継続的に医療を受けているがん

患者数は１４０万人以上と推計されているとともに、厚生労働省研究班の推

計によれば、１年間に新たにがんに罹る者は現在５０万人以上とされている。

その一方で、初期治療の終わったがん経験者が社会で活躍しているという現

状もある。

こうした中、がん患者を含めた国民は、がんに関する様々な情報に触れ、

がん医療に対して期待や希望を寄せ、また、がん医療に参加したいという希

望を高める一方で、がん医療の水準に地域間格差や施設間格差が見られ、標

準的治療や進行・再発といった様々ながんの病態に応じたがん医療を受けら

れないなど、実際に提供されるサービスに必ずしも満足できず、がん患者を

含めた国民の立場に立って、こうした現状を改善していくことを強く求めて

いる。

一方で、長時間勤務といった医師を取り巻く厳しい勤務状況など、医療従

事者をめぐる問題点にも目を向け、その改善を図りつつ、がん医療の充実等

を図っていくべきであるとの指摘がある。

しかしながら、我が国のがん医療については、手術の水準が世界の中でも
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トップクラスであるのに対して、胃がん等主に手術に適したがんが多かった

こともあり、相対的に放射線療法及び化学療法の提供体制等が不十分である

とともに、緩和ケアが必ずしも治療の初期段階から積極的な治療と並行して

実施されていないという状況である。

また、がん患者を含めた国民に対して安心・納得できるがん医療を提供す

るなど、がん対策のより一層の充実を図っていくためには、がん対策の企画

立案や評価に際しての基礎となるデータが必要であるが、当該データを系統

的に蓄積していく仕組みであるがん登録の整備が、我が国においては諸外国

と比較しても遅れているという状況にある。

３ 今後の展開

このように、厚生労働省をはじめ政府においては、がん対策を着実に実施

し成果を収めてきたものの、がんが依然として国民の生命及び健康にとって

重大な課題となっている現状にかんがみ、がん対策のより一層の推進を図る

ため、平成１９（２００７）年４月１日、がん対策基本法（以下「基本法」

という。）が施行された。

この「がん対策推進基本計画」（以下「基本計画」という。）は、基本法

第９条第１項に基づき策定するものであり、長期的視点に立ちつつ、平成１９

（２００７）年度から平成２３（２０１１）年度までの５年間を対象として、

がん対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、がん対策の基本的方向につ

いて定めるとともに、都道府県がん対策推進計画（以下「都道府県計画」と

いう。）の基本となるものである。

今後は、基本計画に基づき、国及び地方公共団体、また、がん患者を含め

た国民、医療従事者、医療保険者、学会、患者団体を含めた関係団体及びマ

スメディア等（以下「関係者等」という。）が一体となってがん対策に取り

組み、がん患者を含めた国民が、進行・再発といった様々ながんの病態に応

じて、安心・納得できるがん医療を受けられるようにするなど、「がん患者

を含めた国民が、がんを知り、がんと向き合い、がんに負けることのない社
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会」の実現を目指すこととする。



- 5 -

第１ 基本方針

基本方針は、国、地方公共団体及び関係者等が、がん対策を総合的かつ計

画的に推進していくに当たって必要不可欠な視点及び考え方を示したもので

ある。

１ がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

基本法は、がんが国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている

との現状認識の下、がん対策を総合的かつ計画的に推進することを目的と

して成立したものであり、基本法第２条第３号においては、「がん患者の

意向を尊重したがん医療の提供体制の整備」について規定され、がん対策

の基本理念として、がん患者の立場に立ったがん対策の必要性が謳われて

いる。

もとより、がん対策の恩恵を享受すべきは、がん患者を含めた国民であ

ることは言うまでもない。

したがって、国、地方公共団体及び関係者等は、がん患者を含めた国民

が、がん対策の中心であるとの認識の下、「がん患者を含めた国民の視

点」に立って、がん対策を実施していく必要がある。

２ 重点的に取り組むべき課題を定めた総合的かつ計画的ながん対策の実施

がんから国民の生命及び健康を守るためには、多岐にわたる分野におけ

る取組を総合的かつ計画的に実施していく必要がある。

また、がん対策を実効あるものとしてより一層推進していくためには、

実現可能な目標を掲げるとともに、がん対策の中でも特に不十分な分野に

おける取組に重点を置いて実施していくことが有効である。
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「はじめに」の「２ がんをめぐる現状」で示したとおり、高齢化に伴

いがんによる死亡者数が今後とも増加していくことが推測される一方で、

食生活の欧米化等により、がんの種類に変化が見られる中、がん患者を含

めた国民は、がん医療を中心としたがん対策のより一層の推進を求めてい

る。

こうしたことから、今後のがん対策については、「がんによる死亡者の

減少」及び「すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活

の質の維持向上」を全体目標として、「がん医療」を中心としつつ、「医

療機関の整備等」、「がん医療に関する相談支援及び情報提供」、「がん

登録」、「がんの予防」、「がんの早期発見」、「がん研究」という分野

別施策を総合的かつ計画的に実施していくこととする。

特に、がん医療について、がんの種類の変化に対応し、手術、放射線療

法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療を実施していくため、

手術と比較して相対的に遅れている放射線療法及び化学療法を推進してい

くこととする。

同時に、がん患者及びその家族が可能な限り質の高い療養生活を送れる

ようにするため、治療の初期段階からの緩和ケアの実施を推進していくこ

ととする。

また、がん対策の企画立案と評価に際しての基礎となるデータを把握・

提供するとともに、がん患者を含めた国民に対する科学的知見に基づく適

切ながん医療の提供に資するよう、がん登録を推進していくこととする。
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第２ 重点的に取り組むべき課題

１ 放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成

がんに対する主な治療法としては、局所療法として行われる手術及び放射

線療法、全身療法として行われる化学療法がある。

我が国においては、胃がんなど、主として手術に適したがんが多かったこ

ともあり、手術を行う医師が、化学療法も実施するなど、がん治療の中心を

担ってきた。

しかしながら、現在は、がんの種類によっては、放射線療法が手術と同様

の治療効果を発揮できるようになるとともに、新たな抗がん剤が多く登場し、

化学療法の知見が蓄積してきたことから、進行・再発といった様々ながんの

病態に応じ、手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的

治療が各々を専門的に行う医師により実施されていくことが求められている。

このため、放射線療法及び化学療法を専門的に行う医師を養成するととも

に、当該医師と協力してがん治療を支えることができるがん治療に関する基

盤的な知識や技能を有した医師を養成していくほか、こうしたがん診療を専

門的に行う医師が、専門性を発揮できる環境整備を行う必要がある。

また、専門的ながん医療を推進するため、専門的にがん治療を行う医師の

みならず、看護師、薬剤師、診療放射線技師等の医療従事者が協力して治療

に当たる体制を構築していく必要がある。

さらに、こうした取組を適切に評価するようなきめ細やかな措置を講じて

いく必要がある。

２ 治療の初期段階からの緩和ケアの実施

がん患者とその家族が可能な限り質の高い療養生活を送れるようにするた
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めには、緩和ケアが、治療の初期段階から行われるとともに、診断、治療、

在宅医療など様々な場面において切れ目なく実施される必要がある。

しかしながら、欧米先進諸国に比べると、我が国のがん性疼痛の緩和等に

用いられる医療用麻薬の消費量はまだ数分の一程度にとどまっていることや、

がん診療に携わる医師の緩和ケアの重要性に対する認識が不十分であること

等から、緩和ケアをより一層推進していくことが求められている。

このため、がん診療に携わる医師の研修等により、がん患者の状況に応じ、

身体的な苦痛だけでなく、精神心理的な苦痛に対する心のケア等を含めた全

人的な緩和ケアの提供体制を整備するとともに、より質の高い緩和ケアを実

施していくため、緩和ケアに関する専門的な知識や技能を有する医師や看護

師等の医療従事者を育成していく必要がある。

また、がん患者の意向を踏まえ、住み慣れた家庭や地域での療養も選択で

きるよう、在宅医療の充実を図ることが求められており、がん患者の在宅で

の療養生活の質の維持向上を図るため、在宅医療と介護を適切に提供してい

く体制を整備していく必要がある。

３ がん登録の推進

がん登録はがん患者のがんの罹患、転帰その他の状況を把握し、分析する

仕組みであり、がんの罹患率及び生存率など、がん対策の企画立案と評価に

際しての基礎となるデータを把握・提供するとともに、がん患者を含めた国

民に対して科学的知見に基づく適切ながん医療を提供するために必要なもの

である。

しかしながら、我が国においては、登録様式が標準化されておらず、また、

一部の地域及び医療機関においてのみ行われていること等から、がん登録を

更に推進していくことが求められている。



- 9 -

このため、個人情報の保護を徹底しつつ、がん登録を円滑に推進するため

の体制整備を行っていく必要がある。
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第３ 全体目標並びに分野別施策及びその成果や達成度を

計るための個別目標

１ 目標及びその達成時期の考え方

基本法第９条第２項においては、「がん対策推進基本計画に定める施策に

ついては、原則として、当該施策の具体的な目標及びその達成の時期を定め

るものとする」とされている。

がん対策を実効あるものとしてより一層推進していくためには、関係者等

の理解の下、共通の目標を設定することが有効である。

また、より効果的で実効性のあるがん対策を展開していくためには、その

成果や達成度を客観的指標により計ることが重要である。

こうしたことから、基本計画においては、これまでの政府におけるがん対

策に関する目標との整合性を図りつつ、基本計画に定める分野別施策の総合

的かつ計画的な推進により達成すべき全体目標を設定するとともに、分野別

施策の成果や達成度を計るための指標として個別目標を設定する。

また、これまでの取組による成果及び基本計画による取組を十分に踏まえ

た上で、必要に応じて全体目標及び個別目標を達成するために要する期間を

設定することとする。

２ 全体目標

がん患者を含めた国民が、進行・再発といった様々ながんの病態に応じて、

安心・納得できるがん医療を受けられるようにすること等を目指して、「が

んによる死亡者の減少」及び「すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減

並びに療養生活の質の維持向上」を今後１０年間の全体目標として設定する

こととする。
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（１） がんによる死亡者の減少

がんは、我が国において昭和５６（１９８１）年より死因の第１位

であり、がんによる死亡者数は今後とも増加していくと推測される。

このため、放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に

行う医師等の育成などを内容とする「がん医療」を中心としつつ、

「がんの予防」及び「がんの早期発見」など、基本計画に定める分野

別施策を総合的かつ計画的に推進することにより、がんによる死亡者

を減少させることを目標とする。

ただし、目標値については、高齢化の影響を極力取り除いた精度の

高い指標とすることが適当であることから、「がんの年齢調整死亡率

（７５歳未満）の２０％減少」とする。

なお、「がんの年齢調整死亡率（７５歳未満）の２０％減少」とい

う全体目標を達成するためには、進行・再発がん患者に対するがん医

療の更なる充実等を図る必要があるが、これは「５年生存率の改善」

にもつながるものと考えられる。

（２） すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の

維持向上

がん患者の多くは、疼痛等の身体的な苦痛だけでなく、がんと診断

された時から不安や抑うつ等の精神心理的な苦痛を抱えている。また、

その家族も、がん患者と同様に様々な苦痛を抱えている。

さらに、がん患者及びその家族は、療養生活において、こうした苦

痛に加えて、安心・納得できるがん医療を受けられないなど、様々な

困難に直面している。

こうしたことから、治療の初期段階からの緩和ケアの実施はもとよ

り、がん医療の更なる充実、がん医療に関する相談支援や情報提供等

により、「すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生

活の質の維持向上」を実現することを目標とする。
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３ 分野別施策及びその成果や達成度を計るための個別目標

（１） がん医療

① 放射線療法及び化学療法の推進並びに医療従事者の育成

（現状）

がんに対する主な治療法としては、局所療法として行われる手術及

び放射線療法、全身療法として行われる化学療法がある。治療に当た

っては、がんの病態に応じ、これら各種療法を効果的に組み合わせた

集学的治療を実施する必要がある。

我が国においては、胃がんなどのように、早期発見が可能となり、

また、手術や内視鏡的治療等の技術が高いとされる部位のがんについ

ては、欧米より生存率が明らかに優れているという評価がある。一方

で、放射線療法及び化学療法は、専門的に行う医師の不足や実施件数

の少なさ、国民における情報量の不足等の問題が指摘されている。

国においては、国立がんセンター等における研修を実施するととも

に、がん診療連携拠点病院（「がん診療連携拠点病院の整備に関する

指針」に定める都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連携

拠点病院をいう。以下「拠点病院」という。）の指定要件として集学

的治療の実施を義務づけ、その推進を図っている。

がんの専門医認定に関しては、関係学会において、各学会独自の基

準（勤務した施設や期間、経験した症例数、セミナーへの参加など）

が定められ、自主的に専門医が養成されている。

また、関係学会等が協力して、がん治療全般の基盤的な知識や技能

を有する医師の認定制度も新たに創設されている。
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看護師、薬剤師等については、国や学会、関係団体において、各種

研修を実施している。また、学会や関係団体においては、専門的なが

ん診療に携わる看護師、薬剤師等の認定を行っている。

医師の養成段階では、各大学において、がんに関する教育内容の充

実に努めているが、がん診療に関する教育を専門的に行う教育組織

（講座等）を設置していくことが必要との指摘がある。

抗がん剤等がん医療に係る新薬等については、国内既承認薬の効能

追加に関しては、適用外の使用について医学薬学上公知であると認め

られる場合には、それらを基に効能追加等の承認申請を行えるように

するとともに、欧米諸国で承認されているが国内では未承認である医

薬品に関しては、医療上必要が高いと認められる場合には、関係企業

に早期に治験開始等を要請するなどの取組を進めている。

（取り組むべき施策）

現状は手術を担当する医師が外来診療から化学療法までほぼ全てを

行っているとともに、手術のみが標準的治療となっているがんの種類

も少なくないことから、その重要性は言うまでもないが、医師それぞ

れの専門性について国民の理解を得るように努めつつ、手術、放射線

療法、化学療法の各々を専門的に行う医師が協力して治療に当たる体

制を構築していく。

手術や内視鏡的治療等我が国が欧米より明らかに優れている技術に

ついては、学会等との連携を通じて、その水準を引き続き維持してい

くとともに、がん患者の意向を十分尊重した治療が適切に行われるよ

う、がんに関する主な治療法（手術、放射線療法、化学療法）の知識

を持った医師に加えて、がん治療全般を理解しつつ、最適な手術を提

供しうる知識と技能を有する医師を養成していく。
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大学において、放射線腫瘍学や腫瘍内科学など、がん診療に関する

教育を専門的に行う教育組織（講座等）を設置し、また、拠点病院に

おいて、がん治療を専門的に行う部門を設置するなど、手術、放射線

療法、化学療法の各々を専門的に行う医師が意欲を持ってその専門性

を発揮できる環境整備に努める。

特に、文部科学省では平成１９（２００７）年度から、専門的にが

ん診療を行う医師、看護師、薬剤師、診療放射線技師等を養成するこ

とを目的とした、大学病院との有機的かつ円滑な連携のもとに行われ

る大学院のプログラムとして、「がんプロフェッショナル養成プラ

ン」を実施しているが、各大学における、実施体制の充実も含めた人

材養成の取組の更なる推進を図ることが必要である。

専門的ながん医療を推進していくため、専門的にがん診療を行う医

師や看護師、薬剤師、診療放射線技師等の医療従事者の卒後研修を更

に充実させるとともに、これらの医療従事者が協力して診療に当たる

体制を整備していく。

特に、放射線療法については、近年の放射線療法の高度化等に対応

するため、放射線治療計画を立てたり、物理的な精度管理を支援した

りする人材の確保が望ましい。

進行・再発がん患者が安心して医療を受けられる仕組みが確保でき

ているかどうかの検証を行う。

抗がん剤等がん医療に係る新薬、新医療機器等については、優れた

製品を迅速に医療の現場に提供できるよう、有効性や安全性に関する

審査体制の充実強化等を図るなど承認審査の迅速化や質の向上に向け

た取組を推進していく。

（個別目標）

がん診療を行っている医療機関が放射線療法及び化学療法を実施で
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きるようにするため、まずはその先導役として、すべての拠点病院に

おいて、５年以内に、放射線療法及び外来化学療法を実施できる体制

を整備するとともに、拠点病院のうち、少なくとも都道府県がん診療

連携拠点病院及び特定機能病院において、５年以内に、放射線療法部

門及び化学療法部門を設置することを目標とする。

抗がん剤等の医薬品については、「革新的医薬品・医療機器創出の

ための５か年戦略」に基づき、５年以内に、新薬の上市までの期間を

２．５年短縮することを目標とする。

なお、放射線療法及び外来化学療法の実施件数を集学的治療の実施

状況を評価するための参考指標として用いることとする。

② 緩和ケア

（現状）

緩和ケアについては、身体症状の緩和や精神心理的な問題への援助

など、終末期だけでなく、治療の初期段階から積極的な治療と並行し

て行われることが求められており、治療時期や療養場所を問わず患者

の状態に応じて、適切に提供されるとともに、がん患者と同様にその

家族も様々な苦痛を抱えていることから、がん患者のみならず、その

家族に対して心のケアを行う医療従事者の育成を行う必要がある。

がん性疼痛の緩和等に医療用麻薬が用いられているが、欧米先進諸

国に比べると我が国の消費量はまだ数分の一程度にとどまっている。

国においては、平成１８（２００６）年１２月、適切な管理を図り

つつも、医療用麻薬を使用しやすいようにするため、医療用麻薬の管

理マニュアルの改訂を行い、患者及びその家族が麻薬を受領すること

が困難な場合、患者等の意を受けた患者の看護に当たる看護師、ホー

ムヘルパー、ボランティア等が麻薬を受領することができること等の

周知を図った。
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国においては、「緩和ケアチームの設置」を拠点病院の指定要件と

している。

また、従来、緩和ケア診療加算を算定している緩和ケアチームの専

従である医師は外来診療を行うことができなかったが、入院中に診療

した患者については、退院後も外来で診療を行っても差し支えがない

こととし、継続的な緩和ケアを提供しやすい体制の整備に努めている。

（取り組むべき施策）

緩和ケアについては、治療の初期段階から充実させ、診断、治療、

在宅医療など、様々な場面において切れ目なく実施される必要がある

ことから、拠点病院を中心として、緩和ケアチームやホスピス・緩和

ケア病棟、在宅療養支援診療所等による地域連携を推進していく。

その際には、一般病棟や在宅医療との間に垣根を作らないホスピス・

緩和ケア病棟や、在宅における緩和ケアの在り方について検討してい

く必要があり、緩和ケア病棟には、一般病棟や在宅では対応困難な症

状緩和、在宅療養の支援及び終末期のケア等の機能をバランスよく持

つことが期待される。

身体的な苦痛に対する緩和ケアだけではなく、精神心理的な苦痛に

対する心のケア等を含めた全人的な緩和ケアを、患者の療養場所を問

わず提供できる体制を整えていく。

全国どこでも緩和ケアをがん診療の早期から適切に提供していくた

めには、がん診療に携わる全ての医師が緩和ケアの重要性を認識し、

その知識や技術を習得する必要があることから、緩和ケアに関する大

学の卒前教育の充実に努めるとともに、医師を対象とした普及啓発を

行い、緩和ケアの研修を推進していく。

より質の高い緩和ケアを実施していくため、緩和ケアに関する専門

的な知識や技能を有する医師、精神腫瘍医、緩和ケアチームを育成し
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ていくための研修を行うとともに、地域における緩和ケアの教育や普

及啓発を行っていくことができる体制を整備していく。

また、拠点病院において、緩和ケアの専門的な知識及び技能を有す

る医師や看護師が専従的に緩和ケアに携わることができる体制の整備

について検討していく。

在宅においても適切な緩和ケアを受けることができるよう、専門的

な緩和ケアを提供できる外来を拠点病院に設置していく。

また、地域における在宅療養患者等に対する支援を行うことを目的

に在宅緩和ケア支援センターを設置し、必要に応じて介護サービスと

も連携していく。

拠点病院における緩和ケアの実施状況を評価するための指標を作成

し、当該指標を用いつつ、緩和ケアを適切に提供する体制を整備して

いく。

（個別目標）

１０年以内に、すべてのがん診療に携わる医師が研修等により、緩

和ケアについての基本的な知識を習得することとする。

原則として全国すべての２次医療圏において、５年以内に、緩和ケ

アの知識及び技能を習得しているがん診療に携わる医師数を増加させ

るとともに、緩和ケアに関する専門的な知識及び技能を有する緩和ケ

アチームを設置している拠点病院等がん診療を行っている医療機関を

複数箇所整備することを目標とする。

なお、医療用麻薬の消費量については、緩和ケアの推進に伴って増

加するものと推測されるが、それ自体の増加を目標とすることは適当

ではないことから、緩和ケアの提供体制の整備状況を計るための参考

指標として用いることとする。

③ 在宅医療
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（現状）

がん患者の意向を踏まえ、住み慣れた家庭や地域での療養を選択で

きるよう、在宅医療の充実を図ることが求められている。

国においては、平成１６（２００４）年度より、訪問看護推進事業

を実施し、在宅ホスピスケアに関する看護師の資質向上を図っている。

また、平成１８（２００６）年度より、がんを含めた専門分野にお

ける質の高い看護師育成事業として、症状緩和も含めた臨床実践能力

の向上に向けた実務研修を実施しているほか、がん患者の在宅での療

養にも資する在宅療養支援診療所について診療報酬上の加算を行って

いる。

平成１８（２００６）年度より、介護保険において、がん末期の ４０

歳から６４歳までの者に対して介護保険の保険給付を可能とするとと

もに、療養通所介護サービスの創設など、がん末期患者を含めた在宅

中重度者へのサービスの充実を図っている。しかしながら、要介護認

定の手続きに時間を要し、利用を希望しているがん末期患者の利用に

支障をきたすケースがあるとの指摘がある。

（取り組むべき施策）

がん治療を継続する患者の退院時の調整を円滑に行うため、病院の

医療従事者が、情報提供、相談支援、服薬管理、在宅療養支援診療所

と訪問看護ステーション・薬局との連携など、在宅医療を踏まえた療

養支援を適切に行っていくために必要な体制を整備していく。

地域連携クリティカルパスの活用等や在宅医療のモデルの紹介等に

より、各地域の特性を踏まえ、在宅医療が実施できる体制を計画的に

整備していく。

また、国においては、今後の我が国が目指す在宅医療の提供体制の
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在り方についてのモデルを示していくよう努めていくことが望まれる。

がん患者の在宅での療養生活の質の維持向上を図るためには、十分

なケアを提供しながら放射線療法や外来化学療法を実施する必要があ

ることから、これらを提供していくための体制について検討する。

在宅医療においては、訪問看護の果たすべき役割が大きいことから、

訪問看護に従事する看護師の確保を推進するとともに、在宅で療養す

るがん患者の疼痛緩和及び看取りまでを含めた終末期ケアを２４時間

安定的に提供できる訪問看護に従事する看護師を活用した在宅療養モ

デルの紹介等により、訪問看護の２４時間連絡体制の整備や事業所の

充実等を一層推進する。

また、訪問看護に従事する看護師の専門性を十分に発揮できるよう

な体制を整備していく。

がん性疼痛管理や医療用麻薬に詳しい専門職等の育成や確保を図る

ため、在宅における緩和ケアの関係者（医師、看護師、薬剤師、介護

関係者等）に対して、それぞれの業務内容に応じた専門的な研修を実

施する。

在宅医療に必要となる医薬品等の供給体制を確保するため、医薬品

等の供給拠点となる薬局の機能強化など、より一層の充実を図ってい

く。

また、在宅医療に必要となる医療機器の供給体制のより一層の整備

を図っていく。

在宅緩和ケアを行っている医師にも最新のがん医療全般について、

その知識を得ていくことが望まれる。

介護保険制度において、要介護・要支援認定の効力は申請日に遡る

こととしており、申請日から認定日までの間も介護保険サービスの利
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用が可能となっている。そのため、さらに本制度運用の周知徹底を図

るとともに、認定の手続きに要する期間が長い原因を究明し、短縮に

向けた必要な対応策について検討する。

（個別目標）

がん患者の意向を踏まえ、住み慣れた家庭や地域での療養を選択で

きる患者数の増加を目標とする。なお、目標については、がん患者の

在宅での死亡割合を参考指標として用いることとする。

④ 診療ガイドラインの作成

（現状）

国は、医療安全・医療技術評価総合研究事業（厚生労働科学研究費補

助金）等において、学会等が行うＥＢＭ（科学的根拠に基づく医療）の

手法による診療ガイドラインの作成等に対して支援を行っている。がん

に関してはこれまでに、乳がん、肺がん、肝がん、胃がん、前立腺がん、

食道がん、膵臓がん、胆道がん、大腸がん、腎がん、卵巣がん及び皮膚

がんについてのガイドラインが完成している。

財団法人日本医療機能評価機構の医療情報サービス事業（Ｍｉｎｄｓ）に

おいて、診療ガイドライン等をデータベース化し、インターネットを介

して広く情報提供を行っている。また、米国国立がん研究所の大規模が

ん情報ページの日本語版も財団法人先端医療振興財団が毎月更新・配信

している。

（取り組むべき施策）

国においては、引き続き、学会等の医師に対する診療ガイドラインの

作成に対して支援を行っていく。
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なお、診療ガイドラインの作成に当たっては、患者がどのようなこと

を望んでいるのかという視点を考慮することも検討する。

診療ガイドラインも含めたがん医療について、新薬等の最新情報を収

集し、国立がんセンターがん対策情報センター（以下「がん対策情報セ

ンター」という。）のホームページ等に掲載することにより、医療従事

者及び一般国民に向けた周知を可能な限り迅速に図っていく。

全国の拠点病院が連携し、化学療法のレジメン等治療に関する情報を

共有するとともに、それらを広く公開していく。

（個別目標）

科学的根拠に基づいて作成可能なすべてのがんの種類についての診療

ガイドラインを作成するとともに、必要に応じて更新していくことを目

標とする。

⑤ その他

（取り組むべき施策）

がん医療における告知等の際には、がん患者に対する特段の配慮が必

要であることから、医師のコミュニケーション技術の向上に努める。

また、告知を受けた患者の精神心理的サポートを行う人材の育成など、

体制の整備に向けた研究を進めていく。

がん患者は病状の進行により、日常生活動作に次第に障害を来し、著

しく生活の質が悪化するということがしばしば見られることから、療養

生活の質の維持向上を目的として、運動機能の改善や生活機能の低下予

防に資するよう、がん患者に対するリハビリテーション等について積極

的に取り組んでいく。
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働き盛りや子育て世代のがん患者やがん経験者、小児がんの子供を持

つ家族を支援する体制の在り方について研究を進めていく。

小児がんについて、長期予後のフォローアップ体制を含め今後より一

層の研究を行っていく。

（２） 医療機関の整備等

（現状）

がん医療においては、拠点病院が、地域におけるがん医療の連携の拠

点となり、自ら専門的な医療を行うとともに、連携体制の構築や医療従

事者への研修を行うこととなっている。

また、地域のがん患者等に対する情報提供や相談支援を実施すること

となっている。

平成１８（２００６）年度の医療制度改革においても、医療機能の分

化・連携を推進し、地域において切れ目のない医療の提供を実現するこ

とが打ち出されており、特に、がんをはじめとして法令で定められた

４疾病及び５事業等について、連携体制の早急な構築が求められている。

このため、がん等に係る地域ごとの医療連携体制について都道府県は、

平成２０（２００８）年度からの新たな医療計画に記載し、連携を推進

することとされている。

（取り組むべき施策）

標準的治療や先進的な医療の提供、術後の経過観察、在宅医療の実施、

クリティカルパスの作成及び集学的な臨床研究の実施などを通じて、医

療機能の分化・連携を推進していく。

がん診療を行っている医療機関には、地域連携クリティカルパスの活
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用等により、医療機関の連携体制を構築し、切れ目のない医療の提供を

実現することが望まれる。その際には、診療に関する学識経験者の団体

など関係団体等と協力していくことが望まれる。

患者自らが適切な治療法等を選択できるようにするため、担当医に遠

慮せず、他の専門性を有する医師や医療機関において、治療法の選択等

に関して主治医以外の医師による助言（セカンドオピニオン）を受けら

れる体制を整備していく。

地域における連携体制の状況や各医療機関の専門分野等を情報提供す

ることにより、がん患者の不安や悩みを解消していく。

拠点病院については、そのがん医療水準を向上させるため、専門分野

の異なるがん診療を行う医師が定期的にカンファレンスを開催し、提供

しているがん医療の評価を行う体制を整備していく。

拠点病院については、「がん患者の視点も加えた評価の仕組みの導

入」や「放射線治療が実施できること」を指定要件とするなど、更なる

機能強化に向けた検討を進めていく。なお、実施している手術件数等が

少ない拠点病院が存在するという現状を踏まえ、拠点病院の役割を整理

し、その見直しを引き続き行っていく。

拠点病院については、活動状況を適宜把握し、必要に応じて指導を行

う。なお、指導により改善できない場合や都道府県内に拠点病院として

より適切な医療機関がある場合は、その指定について取り消しを含めた

検討を行う。

拠点病院を中心として、緩和ケア病棟、緩和ケア外来、緩和ケアチー

ム、在宅療養支援診療所等が連携すること等により、地域ごとの連携強

化を図っていく。

また、がんの種類等によっては、がん患者がその居住する県では必要
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とする治療を受けられない場合もあることから、県を超えた医療機関の

連携を図ることについて検討する。

国立がんセンターは、我が国のがん対策の中核的機関であり、拠点病

院への技術支援や情報発信を行うなど、我が国全体のがん医療の向上を

牽引していく。

また、拠点病院は、地域のがん診療を行っている医療機関に対する診

療支援や、地域のがん診療に携わる医療従事者に対する研修等を通じて、

地域全体のがん医療水準の向上に努めていく。

医療機関の連携の下、適切な診断が行われるようにするために、遠隔

病理診断支援等による医療機関の連携を推進していく。

医師は、より専門的な診療が求められるがん患者が受診した場合には、

必要に応じ、医療機関を紹介するなど、がん患者が適切ながん医療を受

けられるように、日頃より注意を払うことが望まれる。

（個別目標）

原則として全国すべての２次医療圏において、３年以内に、概ね１箇

所程度拠点病院を整備するとともに、すべての拠点病院において、５年

以内に、５大がん（肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん、乳がん）に関

する地域連携クリティカルパスを整備することを目標とする。

（３） がん医療に関する相談支援及び情報提供

（現状）

拠点病院においては、患者及びその家族のがんに対する不安や疑問に

適切に対応するための相談窓口として、相談支援センターを設置し、電

話やファックス、面接による相談に対応している。
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がん対策情報センターにおいては、様々ながん対策に関連する情報の

効果的・効率的な収集、分析、発信等に不可欠な中核的組織として、相

談支援センターとの「情報提供ネットワーク」により、情報提供体制の

整備に努めている。また、相談支援センターにおける相談を支援するた

めのがん医療に関する一般的な情報を提供するとともに、相談支援セン

ターの相談員に対する研修を行っている。

がん対策情報センターにおいては、国及び都道府県が実施するがん対

策に関する国民の理解を促進するため、各都道府県と協力し、がん情報

サービス向上に向けた地域懇話会（以下「地域懇話会」という。）を開

催している。

学会、関係団体等において、一般国民向けのがんに関する普及啓発、

がん患者や家族からの相談への対応といった活動が行われている。

（取り組むべき施策）

国民が、がんをより身近なものとして捉えるとともに、がん患者とな

った場合でも適切に対処することができるようにする必要がある。

また、進行・再発がん患者に対する誤解を払拭することも重要である。

このため、がん対策情報センターにおいて、がんに関する正しい情報

の提供を一層強化するとともに、引き続き地域懇話会を開催する。加え

て、地方公共団体や企業等とも協力しつつ、がん年齢に達する前の早い

段階からがんに関する知識を国民が得られるようにすることに努める。

また、拠点病院においては、がん患者及びその家族に支援を行ってい

るボランティア等の受け入れを行うとともに、国民に対して緩和ケアを

はじめとするがん医療を身近なものとして感じてもらえるように努める。

がんに関する情報は、がん患者の立場に立って、様々な手段を通じて

提供される必要がある。

このため、がん対策情報センター「がん情報サービス」の内容を充実
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するとともに、相談支援センターにおける電話やファックス、面接によ

る相談等を着実に実施していく。

また、インターネットの利用の有無に関わらず、得られる情報に差が

生じないようにする必要があることから、がんに関する情報を掲載した

パンフレットやがん患者が必要な情報を取りまとめた患者必携を作成し、

拠点病院等がん診療を行っている医療機関に提供していく。

がん対策情報センターにおいて、引き続き相談支援センターの相談員

に対して研修を行う。

相談支援センターには相談員が専任で配置されているが、がん患者の

生活には療養上様々な困難が生じることから、適切な指導助言を行うた

め、相談員を複数人以上専任で配置すること等が望まれる。

その際には、相談支援に関し十分な経験を有する看護師等の医療従事

者や患者団体等との連携について検討する。

また、がん患者本人はもとより家族に対する心のケア（精神的支援）

が行われる相談支援体制を構築していく。

がん患者や家族等が、心の悩みや体験等を語り合うことにより、不安

が解消された、安心感につながったという例もあることから、こうした

場を自主的に提供している活動を促進していくための検討を行う。

がん対策情報センターにおいては、拠点病院等との連携強化など、情

報収集が円滑に実施できる体制整備を推進する。

その上で、がんに関する一般的な情報のほか、拠点病院における手術

件数や放射線治療件数等については、総合的に提供していく。

一方で、今般の医療制度改革を踏まえ創設した医療機能情報の提供制

度においては、がんに関する事項を含め、各都道府県における医療機能

情報をわかりやすく提供していく。

がん対策情報センターについては、専門家及びがん患者の意見を聞き
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つつ、企画立案、医療情報提供、がんサーベイランス、臨床試験支援、

診療支援、研究企画の業務を実施し、その機能を更に充実させることが

望まれる。

生存率等の情報を積極的に公開していくことは重要である。ただし、

がん患者及びその家族の心理面等に配慮し、がんに関する情報提供の在

り方を工夫していくことが望まれる。また、必要に応じて、抗がん剤に

関する安全性情報の提供等を行っていく。

「いわゆる健康食品」については、正しい知識の普及、健康被害の未

然防止や拡大防止のため、科学的根拠のある情報を継続的に収集・蓄積

などし、幅広く情報提供していく。

（個別目標）

原則として全国すべての２次医療圏において、３年以内に、相談支援

センターを概ね１箇所程度整備するとともに、すべての相談支援センター

において、５年以内に、がん対策情報センターによる研修を修了した相

談員を配置することを目標とする。

また、がんに関する情報を掲載したパンフレットの種類を増加させる

とともに、当該パンフレットを配布する医療機関等の数を増加させるこ

とを目標とする。加えて、当該パンフレットや、がんの種類による特性

等も踏まえた患者必携等に含まれる情報をすべてのがん患者及びその家

族が入手できるようにすることを目標とする。

さらに、拠点病院における診療実績、専門的にがん診療を行う医師及

び臨床試験の実施状況に関する情報等を更に充実させることを目標とす

る。

（４） がん登録

（現状）
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がん登録には、各医療機関内のがんに関するデータを把握する「院内

がん登録」と、こうした院内がん登録のデータを基に各都道府県内のが

んの罹患、転帰その他の状況を把握する「地域がん登録」がある。また、

学会等が主体となって臓器別のがんに関するデータを収集する「臓器が

ん登録」がある。

「院内がん登録」については、「標準登録様式に基づく実施」を拠点

病院の指定要件としている。

「地域がん登録」については、「都道府県が行う地域がん登録事業に

積極的に協力すること」を拠点病院の指定要件としているとともに、厚

生労働省研究班において標準登録項目・標準的手順を検討し、報告書と

して取りまとめ、がん対策情報センターのホームページ等を通じて地方

公共団体に対し周知を行っている。

「院内がん登録」については、我が国においては一部の医療機関で行

われているのみである。また、「地域がん登録」については、諸外国で

は、法律に基づき、全国で実施している国も少なくないが、我が国にお

いては現在３５道府県１市に限られており、特に罹患数については全国

推計値が厚生労働省研究班により、一部地域のデータに基づき推計され

ているのみである。

なお、健康増進法に基づく地域がん登録事業において、民間の医療機

関等が都道府県へがん患者の個人情報を提供することは、個人情報の保

護に関する法律等の適用除外の事例に該当すると整理されている。

（取り組むべき施策）

がん登録の実施に当たってはまず、がん患者を含めた国民の理解が必

要であることから、その意義と内容について、広く周知を図る。

さらに、個人情報の保護に関する取組をより一層推進するとともに、
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その取組を国民に広く周知し、がん登録に関する国民の更なる理解を促

進していく。

がん登録の実施に当たっては、医師の協力も必要であるが、その負担

軽減を図りつつ、効率的に行っていくためには、がん登録の実務を担う

者の育成・確保が必要であることから、こうした者に対する研修を着実

に実施していく。

がん対策情報センターは、拠点病院等に対して、知識・技術に関する

アドバイス、データの共有・活用及びその前提となる個人情報の保護に

関する取組など、がん登録に関する技術的支援を行う。

また、拠点病院は、他の拠点病院に対して各取組例を情報提供するな

ど、お互いにこうした技術的支援を個別具体的に行うことにより、がん

登録を着実に実施していく。

がん対策情報センターは拠点病院等との協力の下、がん登録の情報を

収集し、全国的な傾向や課題などを分析する。

拠点病院以外のがん診療を行っている医療機関についても、院内がん

登録を実施していくことが望まれる。

がんに関する情報を正確に把握するため、引き続き、実施体制の標準

化について検討を進めていく。

また、予後調査に当たっては、住民基本台帳等の閲覧が有効であるも

のの、民間の医療機関がその閲覧を行うには、多くの労力を必要とする

ことから、その方策を検討していくほか、臓器がん登録との連携や小児

がん登録の整備など、がん登録の在り方について更なる検討を行っていく。

地域がん登録は、統一的な基準により、国民の合意を得て全国で実施

することが望ましいが、個人情報を適切に保護することが必要であり、

登録対象の範囲や予後調査の方法を含め、諸外国では法律に基づき実施
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されていることも参考としつつ、地域がん登録の実施手法について更な

る検討を行う。

（個別目標）

院内がん登録を実施している医療機関数を増加させるとともに、すべ

ての拠点病院における院内がん登録の実施状況（診断から５年以内の登

録症例の予後の判明状況など）を把握し、その状況を改善することを目

標とする。

また、すべての拠点病院において、５年以内に、がん登録の実務を担

う者が必要な研修を受講することを目標とする。

さらに、がん登録に対する国民の認知度調査を行うとともに、がん登

録の在り方について更なる検討を行い、その課題及び対応策を取りまと

めることを目標とする。

（５） がんの予防

（現状）

がんの原因は、喫煙、食生活及び運動等の生活習慣や肝炎ウイルス等

の感染症など様々なものがある。がんの予防に関しては、こうした様々

な原因に関する大規模コホート研究等が推進され、その成果を踏まえて

「２１世紀における国民健康づくり運動（以下「健康日本２１」とい

う。）」に基づく普及啓発など、予防対策が行われている。

（取り組むべき施策）

がんの予防においては、たばこ対策を進めることが重要であることか

ら、従来より健康日本２１や健康増進法に基づく対策を行ってきたが、

平成１７（２００５）年に「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条

約」が発効したことから、我が国においても、受動喫煙防止対策、広告
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規制及び普及啓発など、同条約の批准国として、我が国の実情を十分に

踏まえ、同条約に規定されている各種の方策を必要に応じて適切に行っ

ていく。

発がんリスクの低減を目指して、喫煙の及ぼす健康影響についての普

及啓発を進め、禁煙支援プログラムの更なる普及を図り、喫煙をやめた

い人に対する禁煙支援を行うための体制を整備していく。

肝炎に関する普及啓発や肝炎ウイルス検査体制の充実を通じて、肝炎

患者を早期発見し、早期に治療に結びつけることにより、肝がんの発症

予防に努めていく。

大規模コホート研究など、国の施策として位置づけて実施すべき研究

の体制整備を推進するとともに、こうした研究のデータを分析すること

によって得られる科学的根拠に基づくがんの予防対策について、既に得

られている知見も含め、がん対策情報センター等を通じて、医療機関は

もとより広く国民へ普及啓発し、周知していく。

関係機関及び関係団体の協力の下、学校現場や地域における健康教育

を充実させ、子どもの発達段階を踏まえつつ、できる限り早い時期から、

健康のために望ましい生活習慣やがんに関する知識を身につけられるよ

うにしていく。

（個別目標）

発がんリスクの低減を図るため、たばこ対策について、すべての国民

が喫煙の及ぼす健康影響について十分に認識すること、適切な受動喫煙

防止対策を実施すること、未成年者の喫煙率を３年以内に０％とするこ

と、さらに、禁煙支援プログラムの更なる普及を図りつつ、喫煙をやめ

たい人に対する禁煙支援を行っていくことを目標とする。

また、健康日本２１に掲げられている「野菜の摂取量の増加」、「１日
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の食事において、果物類を摂取している者の増加」及び「脂肪エネルギー

比率の減少」等を目標とする。

（６） がんの早期発見

（現状）

がん検診については、昭和５７（１９８２）年度に老人保健法に基づ

く市町村の事業として、胃がん検診、子宮頚部がん検診が開始された。

その後、子宮体部がん検診、肺がん検診、乳がん検診、大腸がん検診が

追加・拡充されてきたところ、平成１０（１９９８）年度に一般財源化

され、現在は法律に基づかない市町村事業として整理されている。

企業における福利厚生や健康保険組合等における独自の保健事業の中

で、がん検診を実施している場合やがん検診受診の補助を行っている場

合がある。また、任意で受診する人間ドック等の中で、がん検診を受け

ている場合もある。

がん検診の受診率は、「平成１６年国民生活基礎調査」によれば、あ

らゆる実施主体によるものを含め、男女別がん種別で見た場合、１３．５％～

２７．６％となっている。

国においては、がん検診について、対象年齢、受診間隔、検診項目、

精度管理等に関する指針を示している。また、国においては「がん検診

に関する検討会」を設置し、平成１５（２００３）年１２月からがん検

診の在り方について見直しを図っており、現在まで「乳がん」、「子宮

がん」、「大腸がん」及び「胃がん」に関しての検討結果を指針に反映

させている。

平成２０（２００８）年度以降、がん検診等については健康増進法に

基づく事業（努力義務）として引き続き市町村が行い、糖尿病等の生活
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習慣病に着目した健康診査（義務）については医療保険者が行うことと

なる。

（取り組むべき施策）

受診率の抜本的な向上を図るため、国民に対しがん予防行動の必要性

の理解及びがん検診についての普及啓発を図った上で総合的な対策を推

進する。

特に、受診対象者を正確に把握した上で、未受診者に対する普及啓発

や受診勧奨を行うなど、未受診者を無くすことに重点を置いたより効率

的ながん検診の推進を図る。また、企業やマスメディア等も巻き込んだ

普及啓発に関する取組など、都市部や町村部といった地域の特性に合わ

せたモデル的な取組を評価・普及していく。

市町村によるもののほか、人間ドックや職域での受診を含め、実質的

な受診率を把握できるような手法の検討を行うなど、正確な受診率を把

握することに努める。

有効性の確認されたがん検診を実施するため、科学的根拠に基づくが

ん検診の手法の評価を、定期的に行う体制を今後とも維持する。また、

精度管理・事業評価についても十分検討する。

これまでの研究成果を応用に結びつけるため、がんの早期発見の手法

の改良や開発に関する研究についてより一層の推進を図る。

がん検診の受診につながるインセンティブ等について検討を進めてい

く。

市町村におけるがん検診と老人保健法における基本健康診査等につい

ては、市町村において同じ会場で実施されている場合もあるが、平成２０

（２００８）年度以降も、受診日、受診場所、費用負担などについては、
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受診者の利便性が損なわれないよう配慮することが望まれる。

（個別目標）

がん検診の受診率について、欧米諸国に比べて低いことも踏まえ、効

果的・効率的な受診間隔や重点的に受診勧奨すべき対象者を考慮しつつ、

５年以内に、５０％以上（乳がん検診、大腸がん検診等）とすることを

目標とする。

また、すべての市町村において、精度管理・事業評価が実施されると

ともに、科学的根拠に基づくがん検診が実施されることを目標とする。

なお、これらの目標については、精度管理・事業評価を実施している市

町村数及び科学的根拠に基づくがん検診を実施している市町村数を参考

指標として用いることとする。

（７） がん研究

（現状）

がんに関する研究については、「第３期科学技術基本計画」において

推進することとされているが、厚生労働省、文部科学省、経済産業省が

連携し、基礎研究、予防法の開発、診断薬・診断機器の開発、治療薬・

治療機器の開発、標準的治療の確立など、様々な側面から推進している。

厚生労働省及び文部科学省においては、臨床研究コーディネーター

（ＣＲＣ）の養成研修を平成１０（１９９８）年度から実施している。

厚生労働省及び文部科学省は、がんを含む治験・臨床研究の活性化の

ため、共同で「新たな治験活性化５カ年計画」を策定し、平成１９

（２００７）年４月から実施している。

臨床研究の基盤整備については、がん対策情報センターが、多施設が
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共同して臨床研究を実施する際のデータセンターとして機能し、新しい

治療法の確立を支援しているが、更なる機能強化が必要である。

医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（以下「ＧＣＰ省令」と

いう。）においては、治験を実施する医師は、当該治験が試験を目的と

するものである旨を記載した説明文書を治験参加者に交付し説明を行い、

同意を得なければならないと規定されている。

（取り組むべき施策）

がんに関する研究については、難治がんに関する研究、長期的な療養

の状況の把握も含む患者のＱＯＬ（生活の質）の向上に資する研究など

臨床的に重要性の高い研究やがん医療の均てん化など行政的に必要性の

高い研究を実施していく。

併せて、基礎研究とともに、重粒子線等を用いた新しい放射線療法、

分子標的療法などの新しい治療法及び有用な早期診断技術についての研

究開発を推進していくとともに、その普及に当たっては既存の診療との

比較による有効性や費用対効果等の評価を行っていく必要がある。

なお、研究を企画・実施する際には国民の意見をより一層反映するよ

うに取り組んでいくことに努める。

期待された結果が得られなかった場合も含め研究成果が国民に対しわ

かりやすく伝わるように努めるとともに、臨床研究の意義を広く国民に

周知し、比較対照研究が、がん患者からの協力などを得て実施されるよ

うに努める。

治験及び臨床研究については、情報の提供や公開を積極的に行うこと

により、国民の理解を得られるよう努めていく。

がんに関する研究の実施機関や予算規模について透明性を確保すると

ともに、効率的な研究の実施体制を構築していく。
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治験・臨床研究を円滑かつ積極的に実施するために、国立がんセンタ

ーを含む医療機関のネットワークに対して、臨床研究コーディネーター

（ＣＲＣ）やデータマネージャーの充実など、治験・臨床研究の実施基

盤の整備・強化を図る。

国立がんセンターにおいては、がん患者に対して、科学的根拠に基づ

く最善の医療を提供するために積極的に臨床研究に取り組むとともに、

多施設が共同して実施する臨床研究に対して、必要な技術的支援を行っ

ていく。

（個別目標）

がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽

減並びに療養生活の質の維持向上を実現するためのがん対策に資する研

究をより一層推進していくことを目標とする。



- 37 -

第４ がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

国、地方公共団体及び関係者等が、「がん患者を含めた国民の視点」に立っ

て、がん対策を総合的かつ計画的に推進していくに当たっては、以下のような

事項が更に必要である。

１ 関係者等の有機的連携・協力の更なる強化

がん対策を実効あるものとして総合的かつ計画的に展開していくためには、

国及び地方公共団体をはじめ、関係者等が一体となって取り組む必要がある。

このため、関係者等には、有機的連携・協力の更なる強化を図ることが求

められるが、その取組例としては以下のようなものが考えられる。

ア がんの専門医の養成については、がんの専門医認定に関係する学会等

が協力すること。

イ 緩和ケアに関する目標値等を立てるための調査活動について、国がサ

ポートしつつ、学会及び関係団体が協力しながら実施していくこと。

ウ 学会及び診療に関する学識経験者の団体は、一般医療に携わっている

医師も、緩和ケアを体系化して勉強する必要があることから、お互いに

協力することにより、こうした観点も取り入れた教育・研修のカリキュ

ラムを組むこと。

エ 学会は、患者団体や関係団体との協力により、解説資料の作成等を通

じて、がん患者やその家族における診療ガイドラインへの理解を助ける

ことができるように努めること。

２ 都道府県による都道府県計画の策定
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基本法第１１条第１項においては、「都道府県は、国が策定するがん対策

推進基本計画を基本とするとともに、当該都道府県におけるがん患者に対す

るがん医療の提供の状況等を踏まえ、都道府県がん対策推進計画を策定しな

ければならない」とされている。

また、基本法第１１条第２項においては、「都道府県がん対策推進計画は、

医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の４第１項に規定する医療計

画、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第８条第１項に規定する都道

府県健康増進計画、介護保険法第１１８条第１項に規定する都道府県介護保

険事業支援計画その他の法令の規定による計画であって保健、医療又は福祉

に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない」とさ

れている。

「第３ 全体目標並びに分野別施策及びその成果や達成度を計るための個

別目標」の「３ 分野別施策及びその成果や達成度を計るための個別目標」

の「（２） 医療機関の整備等」のとおり、都道府県は、医療法に基づく平

成２０（２００８）年度からの新たな医療計画において、がん等に係る地域

ごとの医療連携体制について記載し、連携を推進することとされている。

このため、都道府県には、平成２０（２００８）年度からの新たな医療計

画等との調和を図りつつ、がん対策を実施していくため、平成１９（２００７）

年度中に都道府県計画を策定することが望まれる。

なお、策定に当たっては、がん患者及びその家族又は遺族の視点も踏まえ

ることが重要である。

３ 関係者等の意見の把握

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくためには、関係者等

の意見を集約し、これらをがん対策に反映させていくことが極めて重要であ

る。

このため、国及び地方公共団体は、関係者等の意見の把握に努めるものと



- 39 -

する。

４ がん患者を含めた国民等の努力

がん対策は、がん患者を含めた国民を中心として展開されるものであるが、

がん患者を含めた国民は、その恩恵を享受するだけでなく、主体的かつ積極

的に活動する必要がある。また、企業等には、国民のがん予防行動を推進す

るための積極的な支援・協力が望まれる。

基本法第６条においては、「国民は、喫煙、食生活、運動その他の生活習

慣が健康に及ぼす影響等がんに関する正しい知識を持ち、がんの予防に必要

な注意を払うよう努めるとともに、必要に応じ、がん検診を受けるよう努め

なければならない」とされている。

このため、国民は、喫煙、食生活及び運動等の生活習慣とがんとの関係に

ついての知識を得ることに努めるとともに、がん検診を受診するように努め

るものとする。

また、がん患者を含めた国民等には、少なくとも以下の努力が望まれる。

ア がん患者及びその家族は、がん医療が医療従事者とのより良い人間関

係を基盤として成り立っていることを踏まえ、相互に信頼関係を構築す

ることができるように努めること。

イ がん患者及びその家族は、医療従事者と協力して治療を進め、治療内

容について、医療従事者と共有できるようにすること。

なお、そのためには、がん医療に関する相談支援及び情報提供を行う

ための体制が整備されている必要がある。

ウ がん患者及び患者団体等は、がん対策において担うべき役割として、

医療政策決定の場に参加し、行政機関や医療従事者と協力しつつ、がん

医療を変えるとの責任や自覚を持って活動していくこと。
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また、患者団体は必要に応じて議論を重ね、より良い医療体制を実現

するために連携して行動すること。なお、そのためには、行政機関をは

じめ社会全体で患者団体の支援を行っていく必要がある。

エ がん患者を含めた国民は、がんに関する治験及び臨床研究の意義を理

解し、積極的に参加すること。

なお、同時にＧＣＰ省令を周知することが必要である。

５ 必要な財政措置の実施及び予算の効率化・重点化

基本計画による取組を総合的かつ計画的に推進し、全体目標を達成するた

めには、がん医療を推進する体制を適切に評価するようなきめ細やかな措置

を講じるなど、各取組の着実な実施に向け必要な財政措置を行っていくこと

が重要である。

一方で、近年の厳しい財政事情の下では、限られた予算を最大限有効に活

用することにより、がん対策による成果を収めていくという視点が必要とな

る。

このため、より効率的に予算の活用を図る観点から、選択と集中の強化、

各施策の重複排除及び関係府省間の連携強化を図るとともに、官民の役割及

び費用負担の分担を図ることとする。

６ 目標の達成状況の把握及び効果に関する評価

基本法第９条第７項においては、「政府は、がん医療に関する状況の変化

を勘案し、及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも５年ごと

に、がん対策推進基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、こ

れを変更しなければならない」とされている。

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくためには、その進捗
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管理を行うことが極めて重要である。このため、政府は、目標の達成状況を

把握するとともに、国民の意見等を踏まえつつ、がん対策の効果を検証し、

施策の見直しを図ることとする。なお、基本計画を変更するときは、当該見

直しの結果を反映させる必要がある。

がん対策推進協議会は、がん対策の進捗状況を適宜把握するよう努めると

ともに、施策の推進に資するよう必要な提言を行う。

７ 基本計画の見直し

基本法第９条第７項においては、「政府は、がん医療に関する状況の変化

を勘案し、及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも５年ごと

に、がん対策推進基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、こ

れを変更しなければならない」とされている。

この基本計画は、がんをめぐる現状を踏まえ、がん対策の基本的方向につ

いて定めたものである。今後は、基本計画に定める取組を進めていくことと

なるが、がんをめぐる状況変化を的確に捉えた上で、目標の達成状況の把握

と効果に関する評価を行い、必要があるときは、計画期間が終了する前であ

っても、これを変更することとする。

なお、基本法第１１条第４項においては、「都道府県は、当該都道府県に

おけるがん医療に関する状況の変化を勘案し、及び当該都道府県におけるが

ん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも５年ごとに、都道府県がん

対策推進計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更しな

ければならない」とされているが、都道府県計画の見直しも、基本計画に合

わせて適宜評価・検討の上行われることが望まれる。
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